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産学連携によるスマート伝⾔板の社会実装における ELSI 課題―社会的課題（S）の検討 
 

杉本俊介・⾼萩智也 
 
1．はじめに―ELSI の「S」はどこに現れるのか 

ELSI（Ethical, Legal and Social Issues）のうち、「社会的課題（S）」は、これまで主とし
て技術の社会的実装やそのインパクト、また社会的受容をめぐる問題として論じられてき
た1。しかし、研究成果を社会に実装しようとする過程においては、技術が社会に受け⼊れ
られるかどうか以前に、誰が誰と、どのような関係のもとで、何を⽬的として実装を進める
のかという点に、重要な社会的課題が集中する。 

本報告では、産学連携プロジェクトとして、駅周辺に位置するコミュニティスペースにお
いてデジタルサイネージ（スマート伝⾔板）の社会実装を試みる中で、ELSI の社会的側⾯
がどのように⽴ち現れたのかを報告する2。 
 
2．事例の概要―コミュニティスペースのスマート化をめぐる実践 

本プロジェクトは哲学・倫理学を専⾨とする研究者らが、⾃分たちの所属する京都⼤学、
慶應義塾⼤学、南⼭⼤学を協⼒機関とし、福井県越前市と⼩⽥急電鉄株式会社および⼩⽥急
不動産株式会社（以下、あわせて「⼩⽥急」）と連携し、公共交通を基盤とする駅周辺のコ
ミュニティスペースにおいて、スマート／デジタル技術を介した新たな関係性や共同的な
⾃⼰感覚（Self-as-WE）の可能性を探ることを⽬的とした実践的研究である3。 

対象としたのは、⼩⽥急線沿線に位置する複数のコミュニティスペースである。これらの
空間は法的には⺠間事業者が管理する営業店舗内スペースであるが、多くの⾒知らぬ⼈々
が⽇常的に⾏き交う場として、⼀定の公共的性格を帯びうるものであった。ここで本プロジ
ェクトが志向していたのは、個別店舗の利便性や短期的な収益向上というよりも、公共性や
沿線エリアの意味づけそのものを更新し、ブランディングや不動産価値といった中⻑期的
な観点から「まち」を再評価することであった。 

研究チーム（京都⼤学と慶應義塾⼤学に所属する研究者および RAたち）は、デジタルサ
イネージを「スマート伝⾔板」として設置し、偶然の出会いの促進や、場への関与の仕⽅の
変化を検討する実験を段階的に準備・実施した。構想段階では、コミュニティスペースに新
たな価値をもたらしたいという⽅向性について、実装する側（京⼤・慶⼤）と実装される側
（⼩⽥急）、つまりは⼤学側と企業側のあいだで⼤枠の合意が形成されていた。 

 
1 ELSI の概要や RRI（責任ある研究・イノベーション）との関係については、例えば、標
葉（2025）を参照されたい。 
2 本報告は研究ノートではあるが、デイヴィッド・ヒュームが⾔うところの専⾨家と市⺠
をつなぐ「エッセイ」でもある。詳しくは⾼萩（2025）を参照されたい。 
3 Self-as-WE など本研究の理論的背景については出⼝（2023）を参照されたい。 
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また、準備段階においては、研究チームはスマート伝⾔板を実装予定であった対象地域に
対して現地調査に赴くだけでなく、対象地域のまちづくりをめぐる⽂献についてリサーチ
を⾏った4。 
 
3．社会実装段階で顕在化したズレ 

しかし、実験内容が具体化し、社会実装に向けた検討が進むにつれて、⼤学側と企業側で
いくつかのズレが顕在化した。とくに問題となったのは、研究⽬的や実験⼿法が、企業側の
⽇常的な営業活動や施設運営、そして何より営利という⽬的にどのようなスパンでいかなる
影響を及ぼしうるのかについて、⼤学側の把握・考慮・説明が⼗分でなかった点である。 
議論が次第にカフェ運営や店舗での売上といった既存の評価指標を中⼼に具体化され、

スマート伝⾔板がコミュニティスペースにもたらしうる意味変容や関係性の変化といった
点は⼗分に検討されないままとなった。 

⼤学側は研究としての意義やデータ取得の妥当性を重視する⼀⽅、企業側は来訪者体験、
空間の雰囲気、ブランドイメージ、運営上のコストといった要素を重視していた。両者のあ
いだには、⽬的の違いに加えて、技術評価の基準や時間感覚の違いも存在していた。 

本プロジェクトを進めるなかで顕在化したこのようなズレは、スマート伝⾔板の実装時
期や期間、コストベネフィットをめぐる調整を中⼼に進めてしまい、⼤学と企業、実装する
側と実装される側といった⽴場の違いから⽣じるより⼤きな課題を⾒過ごしてしまったこ
とによる。個別技術の実装を進めるなかで、こうしたより⼤きな課題について合意形成をす
るための調整が必要であっただろう。 
 
4．企業という ELSIアクター―先⾏研究との接続 

しかし、今回のズレは前段に述べたような個別の調整不⾜だけに起因するものではない。
既存の研究では、企業における ELSI／RRI の認知度は必ずしも⾼くなく、これらはしばし
ばCSR活動の⼀環としてのみ理解されがちであることが指摘されている（Inzelt & Csonka 
2017）。また、企業利益に直接結びつかない限り、ELSI／RRI が積極的に実施されにくいこ
と（Lukovics et al. 2023）、さらに ELSI／RRI が事業戦略に⼗分統合されていないこと（Van 
de Poel et al. 2017）も報告されている。 

本事例で観察された⼤学側と企業側のズレは、こうした構造的背景と無関係ではない。社
会実装の現場において、企業は実装の単なる協⼒者ではなく、ELSI 課題の当事者であり、
同時に影響を引き受ける主体でもある。 

また研究成果が理念としては理解されつつも、実装段階でうまく機能しない場合がある。
本事例においても、企業側のトップ層は哲学的理念やその体験価値の重要性を理解してい
た⼀⽅で、それを中間層や現場の運営判断にまで落とし込むための評価指標や実践形式は

 
4 研究成果の⼀部は杉本（2024）としてまとめた。 
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共有が⼗分でなかった。その背景には、プロジェクトの進⾏が特定の担当者間の信頼関係に
依存しており、契約など制度的枠組みが⼗分に整備されていなかった点もあると考えられ
る。 

 
5．論点整理―社会実装段階における社会的課題（S） 

以下の表は、本プロジェクトの実践を通じて明らかになった、社会実装段階における ELSI
のうちの社会的課題（S）を整理したものである。 

この表は、⼤学側と企業側の対⽴を⽰すものというよりも、社会実装のプロセスにおいて
両者が依拠している技術評価や時間感覚の違いを可視化することを⽬的としている。⼤学側
は中⻑期的な研究成果や⼈々の認知や経験の変容を計測する⼼理尺度といった観点から技
術を評価する⼀⽅で、企業側は短いスパンにおいて、⾃社およびステークホルダーの利害に
どのような影響を及ぼすのかという点を重視している。 

こうした違い⾃体が問題なのではなく、重要なのはそれらが社会実装の過程において⼗
分に⾃覚されないまま進⾏した場合に、ELSI の社会的課題（S）として顕在化する点である。
本事例は、ELSI の「S」を、価値や影響の事後的評価としてではなく、異なる評価軸や時間
感覚をもつアクター間の調整プロセスとして捉える必要性を⽰している。 

 
表：産学連携プロジェクトにおける社会的課題（S）の論点整理 

 ⼤学（京⼤・慶⼤） 企業（⼩⽥急） 
⽬的 研究成果 ⾃社をはじめとするステークホルダー

の利害向上 
技術評価 新たな関係性や共同的な⾃⼰感覚の

何らかの⼼理尺度で計測 
営業利益に及ぼす影響の把握・考慮・
説明 

時間感覚 ３年から５年での学術的成果 半年から１年での成果 
 
6．⼤学と企業のズレをどのように解消していくか 

実装する側（⼤学側）が、実装される側（企業）との⽬的や評価基準の差違を⼗分に考慮
してこなかった点は反省すべきである。しかし、産学連携において、研究者はいったいどこ
まで企業の⽬的や関⼼に歩み寄るべきなのだろうか。研究者が提⽰したい理念が、店舗での
売上や効率性といった既存の評価指標にそのまま回収されてしまうことは、必ずしも望ま
しいとは⾔えない。 

産学連携において⼤学と企業の差異は、しばしば「調整」の名のもとに企業の論理へと回
収されてしまう。しかし、ズレを解消するとは、⼀⽅の論理に同化することを意味しない。
むしろ、互いの論理の違いを可視化し、それを前提として協働の形を模索することこそが、
望ましい産学連携のあり⽅ではないだろうか。 

本事例に即して⾔えば、哲学の研究成果を社会に実装するとは、何が価値あるものとして
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測られ、評価されるのかという指標のパラダイムそのものを問い直すことである。そのため
には、既存の評価パラダイムに安易に回収されることに抵抗し、必要に応じて、その転換を
体験可能な形へと翻訳することが求められる。たとえば、数値評価では捉えきれない価値を、
アートなどの体験や空間演出として提⽰することは、評価の前提そのものを揺さぶる⼀つの
⽅法となりうる。 

この意味で哲学とは、単なる理念の提⽰にとどまらず、私たちが世界をどのような指標で
認識し、評価しているのかを問い返す「世界の認識を更新する知的な抵抗」であり続けるの
である（⾼桑 2022, p.27）。 
 
7．おわりに―実践から残された問い 

本事例は、ELSI の社会的課題（S）を、社会的受容をめぐる問題としてではなく、社会実
装のプロセスそのものとして捉え直す必要性を⽰している。 

とりわけ本事例が⽰唆しているのは、社会実装の現場において「何が価値あるものとして
測られ、評価されるのか」という問いが、あらかじめ⾃明なものとして共有されていないと
いう点である。スマート化が従来の情報伝達⼿段の何をどのように変えるのか、その変化を
誰が引き受けるのかという問いは、単に技術の機能や効果に還元されるものではなく、評価
指標や意思決定の枠組みそのものを含んでいる。 

本事例に即して⾔えば、哲学は、既存の評価パラダイムの内部で解決策を提⽰するのでは
なく、そもそもどのようなパラダイムで社会実装が評価されているのかを問い返す役割を担
う。しかし同時に、そのような問いは、産学連携の制度設計や成果評価のあり⽅とも緊張関
係を⽣むことになるだろう。哲学実践はいかにして社会実装に関与しつつ、既存の論理に回
収されない位置を保ちうるのか。この問いこそが、本実践から残された最も重要な課題であ
ると⾔えるだろう。 
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